ＮＰＯとの協働推進要綱

　（目的）

第1条　この要綱は、「秩父市まちづくり基本条例」（平成１７年秩父市条例第２６６号）
に基づき、ＮＰＯと秩父市との協働の推進を図ることを目的とする。

　（用語の定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　ＮＰＯとは、市民が主体となって継続的、自発的に社会貢献活動を行う営利を目的としない団体で、ＮＰＯ法人(特定非営利活動法人)及び市民活動団体やボランティア団体などの任意団体をいう。

(2)　登録ＮＰＯとは、前号に定める団体であって、かつ、秩父市に登録された団体をいう。

(3)　協働とは、市民と市がそれぞれの果たすべき責務と役割を自覚し、相互に助けあい、協力することをいう。　
（登録）
第３条　協働の相手となるＮＰＯは、登録ＮＰＯの中から選定する。
２　登録ＮＰＯになろうとするときは、次の各号に定める書類を添付して、市に登録申請をしなければならない。ただし、ＮＰＯ法人にあっては、定款の写しをもってこれに代えることができる。
(1)　会則又は規約等

(2)　会員名簿又はこれに類するもの

(3)　登録申請時の事業計画書及び予算書

　(協働の方法)

第４条　市が登録ＮＰＯと協働するときは、次の各号に定める方法によるものとする。

(1)　政策立案・事業企画等への参画

(2)　情報交換・意見交換等

(3)　委託

(4)　事業共催

(5)　事業協力

(6)　補助

　（会議）

第５条　登録ＮＰＯから市へ協働の要請があったときは、このＮＰＯと関係各課等による会議を開催し、協働の可否又は方法について協議をする。
２　会議は、市民部生涯学習課長が招集し、その議長となる。
３　協働の相手候補となる課が決定されたときは、この課が協働の実現に向けた事務を行うものとする。

　(支援拠点)

第６条　クラブハウス２１を、ＮＰＯの支援拠点とする。

２　クラブハウス２１条例（平成１７年秩父市条例１８号）第６条に定める使用料は、登録ＮＰＯが活動のため使用する場合に限り、これを半額に減額する。ただし、１０円未満の端数は、切り捨てるものとする。

　　　附　則
　この要綱は、平成１７年１２月１日から施行する。
　この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。
　
